新型インフルエンザに対する事業継続計画(BCP)
【訪問系事業所　作成例】
　　
平成２３年　　月
○○○○○（事業所名）
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Ⅰ　基本指針
（記載例）
健康危機である新型インフルエンザ発生の流行に対し、高齢者の生活を支える事業所としての社会的使命を果たすため、利用者及び職員の安全確保に努めながら、事業活動を継続することを目的とする。
　計画の立案・実行にあたっては、国・県・地域等の対応計画等と協調するものとし、地域の医療機関、行政機関等と連携して対策を進める。
　なお、新型インフルエンザの発生状況によって、必要な対応は異なるため、国や県などからの情報に注意し、適切な対応をとるように努める。
　【ポイント】

Ⅱ　事業所概要　（平成　年　月　日現在）
　（記載例）
１　事業所概要

　　　訪問介護（介護予防）事業所

　利用者数　　　　　　　名（実人員）

　１日平均利用者数　　　名　
２　併設事業所等
　　　○○通所介護事業所　　
　　　　　　　　　利用者数　　　　　　　名（実人員）

　　　　　　　　　１日利用者数　　　　　名
　【ポイント】
　

３　利用者の状況
①　支援が必要な利用者の内訳
　・週3日以上支援が必要な利用者数　　　　　　　名
　・週3日支援が必要な利用者数　　　　　　　　　名
　・週2日支援が必要な利用者数　　　　　　　　　名
　・週1日支援が必要な利用者数　　　　　　　　　名
　・家族等の支援で足りる利用者数　　　　　　　　名

　②　必要な支援内容別利用者数
　・入浴の介護が必要な利用者数        　　　　   名
　・排せつ、食事の介護が必要な利用者数　 　 　　 名　
　・生活援助（調理）が必要な利用者数　           名
　・買い物援助が必要な利用者数　                 名
　・健康観察の必要な利用者数                     名
　・見守り（重度認知症等）が必要な利用者数       名
４　職員の状況

　　職員数（実人員）
	　　　職　種
	通常時職員数
	非常時出勤可能職員数

	
	　　　　　　　名
	　　　　　　　　　名

	　　
	
	

	
	
	

	　　　合　計
	　　　　　　　名
	　　　　　　　　　名


　　【ポイント】

Ⅲ　健康危機管理組織
１　新型インフルエンザ対策委員会の設置
（記載例）
　・新型インフルエンザ発生時の円滑な事業運営並びに利用者及び職員の安全
　　確保を図るため、事業所内に新型インフルエンザ対策委員会を設置する。
　・対策委員会は、以下の職員で構成する。

　　（訪問介護事業所の場合）

　　　・管理者（委員長）

　　　・サービス提供責任者

　　　・訪問介護員

　　　・事務職員

　・対策委員会は、新型インフルエンザの予防等平常時の対応及び発生時の対

　　応について協議し、必要な対策を講じる。
２　事務分掌
（記載例）
　①　感染予防の検討及び啓発と実施　……主担当　○○○○
　　　ア 職員への研修
　　　　　すべての職員に対して、感染予防策の基礎知識の周知徹底と新型インフルエンザについての必要な知識、基本的な対応を習得させる。適宜、演習等を組み込んだ研修を行う。
【ポイント】

　　　イ 職員自身の健康管理の徹底
　感染の発生と拡大を防止するために、職員の健康管理を行う。
　・定期の健康診断を必ず受診し、自己の健康管理に努める。
　　　　　・通常のインフルエンザの予防接種を受けるようにする。
　　　　　・発熱・咳・下痢など感染症の疑われる症状を呈した場合は、事務
　　　　　　局に報告し、医療機関を受診する。　　　
【ポイント】
　　　
　②　情報収集と周知　……主担当　○○○○
　　　ア 新型インフルエンザの発生状況等に関する情報収集
　　　　　新聞やテレビ、インターネットなどで、発生地域や症状などの情報を確認し、随時最新の情報を入手する。
　　　【ポイント】
　　　イ 保健所等の関係機関との情報交換（発生前）
　　　　保健所や関係行政機関との連絡体制を確実にしておく。
　　　【ポイント】
　　　ウ 発生時に出勤可能な職員の把握と人員計画
　　　　　発生時に出勤困難となる職員を予め把握し、サービス対象者を縮小する場合の対応を検討しておく。
　　　エ 事業休止の決定
　　　　　職員やその家族が新型インフルエンザに罹患しサービスの提供が

　　　　　できなくなったときの利用者への対応を検討しておく。
　　　【ポイント】
　　　オ 医療機関等との連携
　　　　　新型インフルエンザに関する健康教育・指導、職場環境に関する指導、罹患者(職員)及びその疑いがある者への対応についての助言を得ることとする。
　③　感染予防の検討及び啓発と実施　……主担当　○○○○
  　　ア 利用者の健康状態の把握
          心肺系の慢性疾患や糖尿病、腎臓疾患等の重症化のリスクの高い基礎疾患の有無、服薬内容の把握、さらに予防接種歴等の確認を行う。
　④　利用者の処遇　……主担当　○○○○
　   ア 居宅介護支援事業者等との連携

　 　　   休業した場合の利用者の処遇について、居宅介護支援事業者と協議
 　　   する。

      イ 近隣の訪問系サービス事業者との連携

　　　  　職員の罹患によるサービスの休止に伴い他の利用者を受け入れても

　　　　らう場合、他の事業所から利用者を受け入れる場合に備え、他の事業
　　　　所等との連携を図る。
Ⅳ　感染予防と感染拡大防止

（記載例）
１　平常時
　①　感染拡大防止策
・職員の健康状態の把握、報告体制の確認

・一般的な感染症対策として消毒、清掃の実施
②　感染予防策の周知
・新型インフルエンザ発生後の感染予防対策について職員に周知
・手洗い、咳エチケットなど一般的な感染予防対策について利用者に周知
③　感染防護物品の確保

・必要な感染防護物品のリストアップ

・リストアップした物品、用品の在庫、消費期限の確認及び備蓄
④　健康状態の把握

・利用者の健康状態に変化があったときの連絡体制の確認
・職員やその家族の健康状態に変化があったときの連絡体制の確認
⑤　罹患時の対策の検討

　　利用者・職員やその家族が罹患した場合の対応を検討

　  ・利用者が罹患……解熱後２日間はサービスの利用を控えていただく。
　　・利用者の家族が罹患…職員はマスク着用。利用者及び利用者の家族にマ
　　　　　　　　　　　　　スクを着用していただき、職員は、利用者の家族
　　　　　　　　　　　　　との接触をできるだけ避ける。
　　・職員が罹患………解熱後２日間は自宅待機。

　　・職員の家族が罹患…職員は自宅での健康観察を基本とするが、自宅での
　　　　　　　　　　　　感染予防を徹底し症状がない場合は、マスクを着用
　　　　　　　　　　　　し、勤務することも可。
【ポイント】

２　県内発生時
　①　感染予防対策の徹底
　　・事前に備蓄した感染防護物品の確認、不足分の感染防護物品を確保

　　・サージカル（不織布）マスクの着用
　　・手洗いの徹底
　　　　サービス提供時、事業所への入室時

　　・利用者の家族が罹患した場合の
　　　（サービス提供の可否の判断、利用者・家族のマスク着用）　　

②　有症者への対応

　・利用者は、利用の自粛

　・職員は、業務停止（出勤停止）
③　職員、職員の家族等の健康状態の把握

・職員は出勤時に体温測定と健康状態を報告

・３８℃以上の発熱又は自覚症状がある職員、また感染者と濃厚に接触し自宅待機を要請されている職員は出勤をさせない
　　・職員の同居家族等が感染した場合、職員に症状がなくても潜伏期間の間は、サージカルマスク着用とする
④　出勤時の感染リスクの回避

　・公共交通機関の利用を控え、自家用車通勤を推奨
　

　【ポイント】
　⑤　サービス提供が困難になった場合の対応
　　・職員の感染により一部の利用者に対してサービス提供が困難になった場合、直ちに関係の居宅介護支援事業者に連絡し、他の訪問系事業所によるサービスの提供を依頼するとともに、利用者及びその家族に説明する。

Ⅴ　業務休止
（記載例）

１　業務休止時の対応

　職員体制が整わず、やむを得ず休業する場合は次のとおり対応する。

①　居宅介護支援事業者等への連絡

　　　直ちに居宅介護支援事業者及び地域包括支援センターに現状、休業予定　　　

　　期間等について連絡し、休業期間中の他の訪問系事業者によるサービスの

　　提供を依頼する。
②　利用者及びその家族への連絡

　　　直ちにすべての利用者及びその家族に連絡する。休業期間中に必要な　

　　サービスの提供については、居宅介護支援事業所に依頼していることを説　

　　明する。

③　行政機関への報告

　　　指定権者及び保険者に休業予定期間、利用者の処遇、休業中の連絡先を

　　報告する。
　　
２　業務再開

　業務再開が可能となったときは、直ちに居宅介護支援事業者、地域包括支援センター、利用者及びその家族、行政機関に連絡する。

　上記の記載例を参考に、事業継続計画の策定指針や基本方針を記載してください。





上記の記載例を参考に、事業所や併設事業所の概要等を記入します。

















手引きP10（チェック表１－⑮）を参考にしてください。








手引きP9（チェック表１－④）を参考にしてください。








　手引きP23（資料２）を参考に施設内及び関係機関の緊急連絡網（平日、休日・夜間）を作成します。











　事業の休止の検討や決定については、Ⅲ　健康危機管理組織で、検討し、意思決定を行います。






































　健康危機が発生した場合、業務継続・業務休止等の検討を行うために、自施設の利用者および職員の状況を事前に把握することが重要です。


　そのためには、上記のような記載例に基づいた施設利用者の概要のアセスメントが必要となります。利用者・職員の状況等は変化していきますので実際に発生した場合は再度確認が必要となりますが、ＢＣＰの中で一度作成しておくことが発生時の円滑な対応につながります。


　「職員数」は常勤換算数ではなく、実人員を記入してください。職種については、適宜追加・修正してください。


　また、「非常時出勤可能職員数」については、保育所や学校、介護施設などが休業し、子どもや高齢者の面倒を家族が看なければならない「非常時」に出勤可能な職員数を意味します。











　利用者・職員やその家族が罹患した場合の対応については、県対策本部の情報に基づき決定することになりますが、基本的には上記のとおりです。











手引きP25~P32（資料４～６）を参考にしてください。























手引きP34（資料７）を参考にしてください。















